
 

 

 

 

 

■変更の経緯について 

農業経営基盤強化促進法の改正により、市町村において令和７年３月末までに地域計画を策

定することが義務づけられました。 

地域計画とは、町全域において将来にわたって守るべき農地や、農地の集約化に向けた方針

等を明確化した計画に、将来目指すべき農地の姿を示した目標地図を合わせたものです。 

地域計画の策定後、又は令和７年度から農地の貸借方法が変わりますので、お知らせしま

す。 

 

 

■貸借方法について 

現在は、①農業経営基盤強化促進法による利用権設定、②農地法第３条、③農地中間管理事

業のいずれかの方法で貸借が可能です。 

しかし、｢地域計画｣策定後、又は令和７年度以降は①の方法による農地の貸借はできませ

ん。 

現在の農地貸借の方法 
地域計画策定後、又

は R7 年度以降 

①農業経営基盤強化促進法による利用権設定 廃止 

②農地法第３条 継続 

③農地中間管理事業 継続 

 

① 農業経営基盤強化促進法による利用権設定 

   簡単な手続きで農地の貸借ができ、契約の期間が終了すれば農地は土地の所有者へ返還

されます。 

地域計画が策定されるまでに契約する利用権については、契約満了日まで権利設定が継

続しますが、次回更新時からは農業経営基盤強化促進法による利用権設定は出来ません。 

 



重要！ 

【令和６年度の農業経営基盤強化促進法による利用権設定受付締め切り日】 

① 令和６年１０月２５日 

② 令和６年１２月２５日（最終受付） 

※ 地域計画を策定していない場合でも、令和７年度以降は農業経営基盤強化促進法に

よる利用権設定はできません。 

 

② 農地法第３条による貸借 

農業委員会へ農地法第３条に基づく貸借の許可申請を行います。審査の結果、許可され

れば貸借を行うことができます。 

 

③ 農地中間管理事業による貸借 

公益社団法人ひょうご農林機構が、農地を貸したい人から借り受けて、受け手に対して

貸し付けします。 

 

現在の農地の受け手の条件は、認定農業者等ですが、地域計画策定後は、受け手（個人・

法人）が、地域計画に位置づけられている（※１）必要があります。 

（※１）地域計画の【農業を担う者】に掲載されている方 

ただし、法人化されていない組織は、（公社）ひょうご農林機構を通した貸借契

約ができません。 

なお、５年以内に法人化を目指す組織は、特定農作業受委託契約を（公社）ひ

ょうご農林機構と結ぶことが可能です。（委託料は発生しません。） 

 

○ 農地中間管理事業を活用するメリット等 

農地を貸したい人（出し手） 農地を借りたい人（受け手） 

契約の期間が終了すれば農地は土地所有者へ返還されま

すので、安心して農地を貸すことが出来ます。 

農地を長期に安定して借り入れでき、効率

的、安定的な農業経営ができます。 

 

 

農地の出し手
（土地所有者）

公益社団法人

ひょうご農林機構

農地の受け手
（耕作者）

貸 付 貸 付 



■令和７年度以降について 

 農地法第３条申請 農地中間管理事業 

農地が市街化区域内に存在する場合 ○ × 

農地が上記以外の区域に存在する場合 ○ 

耕作者 

地域計画に影響を及ぼ

さないこと(詳細はお

問い合わせください)。 

地域計画の【農業を担う者】に掲載されてい

る方 

申し込み締め切り 

毎月５日（申込締

め切り日が閉庁日

の 場 合 は 翌 開 庁

日） 

新規申し込み：１２月１０日、７月１０日、９

月１０日の年３回（ただし、申込締め切り日が

閉庁日の場合は、閉庁日前の開庁日） 

・締切日：R6.12.10 

（R7.5.1 から貸借契約を開始するとき） 

・締切日：R7.7.10 

(R7.12.1 から貸借契約を開始するとき) 

・締切日：R7.9.10 

(R8.2.1 から貸借契約を開始するとき) 

※契約更新の場合は随時手続き可能です。 

貸借期間 － 原則１０年以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 問い合わせ先 ○ 

【農業経営基盤強化促進法による利用権設定・地域計画・農地法第３条に関すること】  

福崎町役場 農林振興課 0790-22-0560（内線 312・313・314） 

【農地中間管理事業に関すること】  

（公社）ひょうご農林機構 姫路農地管理事務所 079-281-939６ 


